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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第３四半期連結
累計期間

第53期
第３四半期連結

累計期間
第52期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 1,386,915 1,337,899 3,319,570

経常損益（△は損失） （千円） △244,804 △220,916 203,066

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損益（△は損失）
（千円） △164,555 △157,107 92,194

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △202,306 △98,680 78,636

純資産額 （千円） 3,660,279 3,769,541 3,941,222

総資産額 （千円） 5,372,686 5,486,359 5,836,447

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（△は損失）
（円） △22.54 △21.52 12.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 68.1 68.7 67.5

 

回次
第52期

第３四半期連結
会計期間

第53期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純損益金額（△

は損失）
（円） △1.92 △3.77

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第52期第３四半期連結累計期間及び第53期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

また、第52期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純損益（△は損失）」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損益（△

は損失）」としております。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて変更があっ

た事項は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクの項目番号に

対応しております。

　(2）個人情報保護法等の法令について

　当社は個人情報保護法第２条第３項に規定する個人情報取扱事業者に該当しており、同法の適用を受けておりま

す。また、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」に定める個人番号の収集・

管理等を事業として行うことから、同法及び同法に基づく「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン」へ

の厳格な準拠が要求されております。さらに、ソフトウェア保護に関する著作権法、情報システムに係る犯罪を規制

するコンピュータ犯罪防止法、不正アクセス禁止法等の刑罰法規の規制下に置かれております。当社としては、情報

セキュリティ対策としてISO/IEC27001認証の取得、個人情報管理に関してはプライバシーマーク（Ｐマーク）を更新

し、厳重なる社内管理に努めておりますが、不正アクセス者等からの侵入により、上記情報が違法に漏えいされ、不

正に使用される事態が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

　(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が続いているものの、中国をはじめとす

るアジア新興国等の景気下振れの影響を受けるリスクに留意が必要な状況になっております。情報サービス産業

においては、売上高増加基調が続いており、回復基調の継続が期待されております。〔経済産業省特定サービス

産業動態統計（平成27年11月分確報）より〕

このような環境下、当社グループは、当第３四半期連結累計期間において、「受験ポータルサイト『ＵＣＡＲ

Ｏ（ウカロ）』」の開発を進めているほか、ＳＢＩトレードウィンテック株式会社との共同開発による金融機関

向け「マイナンバー管理システム」及び当社独自サービスである「マイナンバー事務代行サービス」を提供開始

しております。また、情報処理アウトソーシングにおいて、大学入試業務の受託校数を２校、Web出願サービス

の受託校数を16校、SENS21ユーザー数を１社増やしております。

しかしながら、一般事業法人向けシステム開発の剥落による影響等を補うまでには至らず、売上高は

1,337,899千円（前年同四半期比 3.5%減）となりました。一方で、教育業務における仕掛品増加にともなう営業

費用の減少等により、営業損失は248,345千円（前年同四半期は営業損失257,933千円）、経常損失は220,916千

円（同 経常損失244,804千円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は157,107千円（同 親会社株主に帰属する

四半期純損失164,555千円）となりました。

なお、当社グループの事業は、大学入試業務等をはじめとした売上高及び利益が第４四半期連結会計期間に急

増するといった特性があります。このため、第３四半期連結累計期間の売上高及び利益共に、低い水準にとどま

り、損失計上を余儀なくされる傾向にあります。

 

　売上高の内訳は、次のとおりであります。

　なお、当社グループは、単一セグメントであるため、セグメント毎の記載に代えて、サービス別の内訳を記載

しております。

＜システム運用＞

教育業務における模擬試験向けシステムサービス運用開始等により、1,081,699千円（前年同四半期比 6.8%

増）となりました。

＜システム開発及び保守＞

一般事業法人向けシステム開発の剥落等により、220,023千円（同 40.1%減）となりました。

＜機械販売＞

顧客機器入替等により、36,176千円（同 439.6%増）となりました。

 

　(2）資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べて350,087千円減の5,486,359千円となりま

した。仕掛品の増加があったものの、現預金及び売上債権等の減少があったことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末と比べて178,406千円減の1,716,818千円となりました。これは主に長期借入金の減

少によるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末と比べて171,680千円減の3,769,541千円となりました。これは主に利益剰余金の

減少によるものであります。

 

　(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＯＤＫソリューションズ(E05679)

四半期報告書

 4/16



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,800,000

計 32,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,200,000 8,200,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 8,200,000 8,200,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 8,200,000 － 637,200 － 607,200

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　900,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　7,299,400 72,994 －

単元未満株式 普通株式　　　　600 － －

発行済株式総数 8,200,000 － －

総株主の議決権 － 72,994 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ＯＤＫ

ソリューションズ

大阪市中央区道修町

一丁目６番７号
900,000 － 900,000 10.97

計 － 900,000 － 900,000 10.97

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,669,032 885,432

売掛金 904,986 278,555

有価証券 100,028 -

商品 4,397 -

仕掛品 4,391 689,941

繰延税金資産 51,095 122,107

その他 67,791 117,242

貸倒引当金 △5,311 △1,585

流動資産合計 2,796,410 2,091,695

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 85,274 83,707

工具、器具及び備品（純額） 107,943 111,178

リース資産（純額） 273,905 375,378

建設仮勘定 － 7,329

有形固定資産合計 467,123 577,592

無形固定資産   

のれん 68,933 56,768

ソフトウエア 617,350 717,590

リース資産 71,496 73,246

ソフトウエア仮勘定 141,048 135,433

その他 5,037 4,958

無形固定資産合計 903,865 987,997

投資その他の資産   

投資有価証券 1,148,849 1,315,791

繰延税金資産 177,961 164,488

長期預金 100,000 100,000

差入保証金 175,509 168,549

その他 66,780 80,276

貸倒引当金 △54 △32

投資その他の資産合計 1,669,047 1,829,074

固定資産合計 3,040,037 3,394,664

資産合計 5,836,447 5,486,359
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 96,206 76,584

短期借入金 120,012 120,012

リース債務 109,210 150,560

未払金 54,098 34,818

未払費用 51,054 55,619

未払法人税等 61,041 7,346

賞与引当金 110,655 51,872

その他 112,976 44,733

流動負債合計 715,255 541,546

固定負債   

長期借入金 449,985 359,976

リース債務 249,147 322,322

退職給付に係る負債 467,966 480,103

長期未払金 12,870 12,870

固定負債合計 1,179,969 1,175,271

負債合計 1,895,224 1,716,818

純資産の部   

株主資本   

資本金 637,200 637,200

資本剰余金 607,200 607,200

利益剰余金 3,011,592 2,781,485

自己株式 △286,500 △286,500

株主資本合計 3,969,492 3,739,385

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △28,269 30,156

その他の包括利益累計額合計 △28,269 30,156

純資産合計 3,941,222 3,769,541

負債純資産合計 5,836,447 5,486,359
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 1,386,915 1,337,899

売上原価 1,102,501 996,468

売上総利益 284,414 341,431

販売費及び一般管理費 542,347 589,776

営業損失（△） △257,933 △248,345

営業外収益   

受取利息 481 397

受取配当金 7,736 13,234

受取手数料 900 1,033

投資事業組合運用益 6,919 16,700

その他 468 1,508

営業外収益合計 16,506 32,874

営業外費用   

支払利息 3,376 5,445

営業外費用合計 3,376 5,445

経常損失（△） △244,804 △220,916

特別損失   

固定資産除却損 45 0

特別損失合計 45 0

税金等調整前四半期純損失（△） △244,849 △220,916

法人税、住民税及び事業税 5,368 8,065

法人税等調整額 △85,662 △71,875

法人税等合計 △80,294 △63,809

四半期純損失（△） △164,555 △157,107

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △164,555 △157,107

 

EDINET提出書類

株式会社ＯＤＫソリューションズ(E05679)

四半期報告書

10/16



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純損失（△） △164,555 △157,107

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △37,750 58,426

その他の包括利益合計 △37,750 58,426

四半期包括利益 △202,306 △98,680

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △202,306 △98,680
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離

等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っており、当

該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行って

おります。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　当社グループの事業は、学校法人向け情報処理アウトソーシングを中心とするシステム運用売上が第４四半期連

結会計期間に急増するという特性があります。このため、第３四半期連結累計期間の売上高は低い水準にとどまる

傾向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

減価償却費 230,053千円 284,381千円

のれんの償却額 12,164 12,164
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当に関する事項

　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 36,500 5 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

平成26年10月29日

取締役会
普通株式 36,500 5 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金

　　（注）平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当に関する事項

　　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 36,500 5 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年10月28日

取締役会
普通株式 36,500 5 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △22円54銭 △21円52銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△164,555 △157,107

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（千円）
△164,555 △157,107

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,300 7,300

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　平成27年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額　　　　　　　36,500千円

　（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　５円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成27年12月４日

（注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月５日

株式会社ＯＤＫソリューションズ

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 梅原　　隆　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 仲　　昌彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＯＤＫ

ソリューションズの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10

月１日から平成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＯＤＫソリューションズ及び連結子会社の平成27年12月31日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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